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第 1 表 ＲＦＳ事業変更許可申請の補足説明一覧 

No. 項目 ＲＦＳにより抽出した補足説明項目 
補正 

有無 
説明箇所 備考 

1 収納する使用済燃料の仕様 ａ．収納する燃料仕様 

 

ｂ．設定した使用済燃料のピーキングファクター評価における包絡性 

× 

 

× 

ａ．R5－補－001 「燃料集合体の主要仕様及び評価条件の比較に

ついて」 

ｂ．R5－補－003「本申請にて追加した金属キャスクの設計で想定

したピーキングファクターの包絡性について」 

 

 

 

 

2 全般：型式証明からの変更点

の有無（型式証明をそのまま  

使っていない事項） 

ａ．ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）：燃料仕様Ａ，Ｂ個別に冷却  

期間を記載 

ｂ．除熱（金属キャスク）の輻射率の設定について（型式指定の評価） 

 

ｃ．表面温度検出器の警報設定について 

〇 

 

× 

 

× 

ａ．補正申請書 本文「ハ(3)ａ．使用済燃料の種類」 

 

ｂ．（ＲＦＳが貯蔵建屋の除熱評価で採用した輻射率は，型式証明

申請から適用されている。関連コメント回答 No.1016-01） 

ｃ．別紙－1 

 

 

 

3 全般：令和 2 年既許可で拡充 

した説明事項 

ａ．断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢによる遮蔽評価 

ｂ．経年変化（使用済燃料被覆管）（クリープ，水素化物再配向，照射

硬化の回復等） 

〇 

× 

ａ．補正申請書 添付書類六「3.3(2) 遮蔽」 

ｂ．別紙－2 

 

4 全般：解析コードの妥当性 ａ．除熱（貯蔵建屋）の評価で使用する計算コードのバージョン変更 〇 ａ．適合性説明資料 第 6条 除熱（貯蔵建屋） 

別添 1「3. ＦＬＵＥＮＴの検証」 

 

5 全般：許可からの変更点 ａ．津波：建屋（受入区域）損傷時の線量評価 

ｂ．建屋除熱評価：崩壊熱量の高いＰＷＲ用キャスク（タイプ１）で  

評価 

ｃ．ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の追加に伴い貯蔵能力をＢＷＲ，Ｐ

ＷＲ別に記載 

ｄ．新知見の反映：航空機落下確率の見直しと関連する外部火災の評価 

 

ｅ．記載の適正化①：本文の航空機落下確率の記載を実用炉等と整合。 

 

 

 

ｆ．記載の適正化②：ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）の削除 

〇 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

〇 

ａ．補正申請書 添付書類六 1.1.7.5 線量評価 

ｂ．補正申請書 添付書類六 2.4.1 使用済燃料貯蔵建屋 

 

ｃ．補正申請書 本文「ハ(3)ｂ．最大貯蔵能力」 

 

ｄ．補正申請書 添付書類六「1.1.10.6 火災による金属キャスク

への熱影響」，「1.1.10.7 火災の重畳による影響」 

ｅ．補正申請書 本文「四、1.ロ．(8)ｂ．(h) 飛来物（航空機落

下等）」， 

  補正申請書 添付書類六「1.2.10 ２について(1) 飛来物」

（航空機落下等） 

ｆ．補正申請書 本文「四、1.ハ．(2),(3)」 

 

6 運用・管理 ａ．臨界防止（ＰＷＲ用キャスク）：注排水作業時において，運用管理

上の要件は不要であるものの，流量計により管理すること。 

 

 

ｂ．閉じ込め：三次蓋を取り付け，閉じ込め性能の回復を行う（取り付

けることが可能な設計とすること） 

ｃ．安全機能：試験・検査及び保守・修理ができる設計 

× 

 

 

 

× 

 

× 

ａ．型式指定での説明では，非現実的な高い流量で注水した場合，

臨界のおそれがある試算結果が確認されているため，金属キャ

スク搬出先の事業者に対し，金属キャスクへの注水作業時にお

いて注意すべき事項を伝達する。 

ｂ．型式証明申請書本文 四 1.「ホ その他の主要な構造」(3)項 

 

ｃ．（令和 2年既許可＊２から変更なし） 

＊２：申請書本文 四、1.ロ．「(8) その他の主要な構造」ｆ項 

ａ．L5-95HN201R3，三菱重

工業㈱，H28.4.20 

 

 

 

 

ｃ．許可基準規則第 13条

（金属キャスク） 

＊１：補正申請書（適合性説明資料含む。）に記載有を〇，記載なしを×とした。 

＊１ 
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表面温度検出器の警報設定について 

 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）及びＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の金属キャスク表

面温度の警報設定値については、ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）と同様に「貯蔵時外

筒外面最高使用温度」を設定するものとしているが、警報設定については型式証明の範囲外

であり、型式証明に「貯蔵時外筒外面最高使用温度」に関する記載が無いことから、「貯蔵

時外筒外面最高使用温度」については、型式指定から引用している。 

また、万が一、金属キャスク表面温度が警報設定値（貯蔵時外筒外面最高使用温度）を超

えた場合においても、金属キャスクの各部材の設計基準温度は警報設定値と比較して十分

な余裕を有していることを示すため、ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）及びＰＷＲ用キャ

スク（タイプ１）の各部材の温度（設計基準温度及び評価結果）について型式指定から引用

している。 

下表１に、「第１７条 計測制御系統施設」において型式指定から引用した諸元を示す。 

 

表１ 型式指定から引用した諸元 

別添 章・表 引用諸元 型式指定引用箇所 

別添３ 

２．表面温度

の警報設定 

123℃ 

MSF-52B 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 17.5kW における解析値 

116℃ 

MSF-21P 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 15.8kW における解析値 

添付１－１表 

123℃ 

MSF-52B 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 17.5kW における解析値 

116℃ 

MSF-21P 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 15.8kW における解析値 

別添５ 別添５－１表 

ＢＷＲ中型

用（タイプ

２）の諸元 

MSF-52B 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 17.5kW における解析値 

Ｐ Ｗ Ｒ 用

（ タ イ プ

１）の諸元 

MSF-21P 型式指定申請書（三菱重工業株式会社）

の添付書類５「使用済燃料等の除熱に関する説明

書」に示す設計崩壊熱量 15.8kW における解析値 

 

別紙－1 
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別紙－2 

 

燃料被覆管制限温度の設定について 

 

1. 使用済燃料集合体の経年変化要因の考慮 

金属キャスクは，使用済燃料集合体を貯蔵する機能を有するとともに，使

用済燃料集合体の事業所外運搬に用いる輸送容器としての機能を併せもつ鋼

製の乾式容器であり，その設計においては，設計貯蔵期間（50 年間）に加え

て事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間を通じ

て，使用済燃料集合体の健全性を維持する観点から，燃料被覆管の経年変化

要因に対して以下の通り考慮する。 

ａ．燃料被覆管のクリープについては，燃料被覆管の温度を設計評価期間に

おける累積クリープ歪み量が１％を超えない温度以下とする。 

ｂ．燃料被覆管の水素化物再配向については，燃料被覆管の温度を水素化物

再配向による機械的特性への影響がない温度以下とする。 

ｃ．燃料被覆管の照射硬化の回復については，燃料被覆管の温度を照射硬化

の回復現象により燃料被覆管の機械的特性が著しく低下しない温度以下と

する。 

上記の経年変化要因を考慮し，燃料被覆管の制限温度を以下のとおりとす

る。 

 

2. 使用済燃料集合体の健全性に影響を与える主な因子 

(1) 累積クリープひずみについて 

貯蔵中の使用済燃料集合体は不活性雰囲気で貯蔵され，また燃料ペ

レット温度は運転中と比較して遥かに低い上，自重以外ほとんど荷重が

かからない静的な状態で貯蔵される。このような状態で貯蔵される使用

済燃料集合体では，瞬時に燃料被覆管が破損する形態は存在しないが，

高温の環境下では，材料の降伏強度以下でも徐々にクリープが生じ，こ

の変形の累積クリープひずみ量が限界を超えると破損する。したがって，

設計評価期間中に破損しないレベルの累積クリープひずみとなるよう
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に燃料被覆管温度を制限する必要がある。 

クリープ破損に至らない累積クリープ量の基準は，国内外の燃料被覆

管クリープ破断データ等から，燃料被覆管周方向の累積クリープ量を

１％以下とする。 

ＢＷＲ燃料被覆管の燃料棒内圧により生じる燃料被覆管の累積クリー

プ量の累積量は，(財)電力中央研究所（以下「電中研」という。）の実験に

基づく，下記の未照射ジルカロイ－２被覆管のクリープひずみ算定式（１）

により計算し，計算結果を 1.43 倍する。計算結果を 1.43 倍するのは，二

次クリープ領域のクリープひずみの上側 95%信頼区間が最確値の 1.43 倍

と評価されている（２）ことによる。また，電中研の実験に基づくクリープ

ひずみ算定式は，燃料被覆管温度が 320℃～425℃，周方向応力が 178MPa 以

下の領域で適用可能とされている。 

第１項は，遷移領域におけるクリープひずみ，第２項は，定常領域にお

けるクリープひずみを表している。 
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tεtεβεε SS
S
T

n

exp1  ------------------------ （１） 

RTE
53600exp2880exp101.2s 9 σ

T

E
ε  -------------- （２） 

603.200543.010 s0428.0exp100.5 TT εεS
T  ---------------- （３） 

E
T σ

β 1200exp0275.0exp1024.2 10  ------------ （４） 

ε：クリープひずみ(-) S
Tε ：飽和遷移クリープひずみ(-) 

β：温度及び応力の関数(-) Sε ：定常クリープ速度(h-1) 

t ：時間(h) n：定数（=0.61） 

E：ヤング率(kgf/mm2) T：絶対温度(K) 

R：気体定数(cal/mol/K)   σ：応力(kgf/mm2) 

 

※上記式は元文献の単位系で示している。（ＳＩ単位系とすると，(２)式

の定数が変更となる。） 

 

別紙３－1 図にＢＷＲ用燃料被覆管に対する電中研の算定式の予測値

と実測値との比較を示す。別紙２－1 図の（a）からは形状がよく一致し

ていること，(b)からは 0.1％から 10％のひずみ範囲で予測値と実測値

がよく一致していることがわかる。 

また，照射材のクリープは，別紙２－２図に示すように未照射材に比

べ定常クリープ速度が小さいことから，燃料被覆管のクリープ評価にお

いて未照射材のクリープ式を用いて累積クリープ量を評価することは

保守的である。したがって，本評価においても，電中研の未照射材に基

づく算定式を用いることとする。なお，（独）原子力安全基盤機構（以下

「機構」という。）においても同様にクリープの算定式を検討しており，

電中研の算定式が保守的な結果を与えることが確認されている。 

設計評価期間 60 年について計算した初期燃料被覆管温度と累積ク

リープひずみの関係（一例）を別紙２－３図に示す。累積クリープひず

み量が評価期間中に１％を超えない燃料被覆管の初期温度は，ＢＷＲで

・ ・ 

・ 
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360℃程度となる。 

金属キャスクの設計における燃料被覆管の制限温度を考慮して，ＢＷ

Ｒ燃料被覆管の初期温度を 300℃として保守的に評価しても累積クリー

プひずみ量１％を超えることはない（添付１～添付３参照）。 

 

ＰＷＲ燃料被覆管の燃料棒内圧により生じる燃料被覆管の累積ク

リープ量は，次式の機構の実験に基づくジルカロイ被覆管のクリープひ

ずみ算定式（１）により計算し，計算結果を 1.55 倍(燃焼度 30～53GWd/t)

または 1.28 倍(燃焼度 0～30GWd/t)する。なお，1.55 倍及び 1.28 倍は

クリープひずみ量(一次クリープ＋二次クリープ)の上側 95%信頼区間が

最確値の 1.55 倍または 1.28 倍と評価されている（１）ことによる。また，

本クリープひずみ算定式は，被覆管温度が 420℃以下，周方向応力が 250MPa

以下において適用可能とされている。 

第１項は飽和一次クリープひずみ，第２項は二次クリープひずみを表

している。 

 

tS
S
p  -------------------------------------------- （５） 

HL ,, sss εεε  ----------------------------------------- （６） 

RT
Q

A Ls
n

Ls

Ls
,

, exp
,

E

σ

T

E
ε Ls,  ------------------------ （７） 

(燃焼度 30～53GWd/t) As,L=4.04×101(K/MPa/h), ns,L=0.48, 

Qs,L=109.9×103(J/mol) 

(燃焼度 0～30GWd/t)  As,L=2.51×109(K/MPa/h), ns,L=1.69, 

Qs,L=156.0×103(J/mol) 

RT
Q

A Hs
n

Hs

Hs
,

, exp
,

E

σ

T

E
ε Hs,  ----------------------- （８） 

(燃焼度 30～53GWd/t) As,H=2.50×1035(K/MPa/h), ns,H=7.39, 

Qs,H=297.7×103(J/mol) 

(燃焼度 0～30GWd/t)  As,H=1.70×1034(K/MPa/h), ns,H=6.12, 
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Qs,H=313.7×103(J/mol) 

RT
Q

B p
n

p
S
p

p

exp
E

σ

T

E
 --------------------------- （９） 

(燃焼度 30～53GWd/t) Bp=6.58×104(K/MPa), np=1.29, 

Qp=77.2×103(J/mol) 

(燃焼度 0～30GWd/t) Bp=1.34×107(K/MPa), np=1.75, 

Qp=80.6×103(J/mol) 

 

 ：クリープひずみ(-) S
p  ：飽和一次クリープひずみ(-) 

S  ：二次クリープ速度(h-1) t  ：時間(h) 

LS , ：低応力側機構による二次クリープ速度(h-1) 

HS , ：高応力側機構による二次クリープ速度(h-1) 

θσ  ：周応力(MPa) E：ヤング率(=1.148×105-59.9×T)(MPa) 

R：気体定数(8.3144 J/mol/K) T：絶対温度(K) 

Qs,H 及び ns,H：高応力側機構二次クリープ速度の活性化エネルギ(J/mol)

及び応力指数(-) 

Qs,L 及び ns,L：低応力側機構二次クリープ速度の活性化エネルギ(J/mol)

及び応力指数(-) 

As,H：高応力側機構による二次クリープ速度の比例定数(K/Pa/h) 

As,L：低応力側機構による二次クリープ速度の比例定数(K/Pa/h) 

Qｐ及び np：飽和一次クリープひずみの活性化エネルギ(J/mol)及び応力

指数(-) 

Bｐ：飽和一次クリープひずみの比例定数(K/Pa) 

 

 

別紙２－４図にＰＷＲ用燃料被覆管に対する機構の算定式の予測値

と実測値の比較を示す。0.1％から 1％(使用済燃料被覆管)及び 0.1％か

ら 10％(未照射燃料被覆管)のひずみ範囲で予測値と実測値がよく一致

している。 

※上記式は元文献の単位系で示している。 

・ 

・ 

・ 
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また，照射材のクリープは，別紙２－５図に示すように未照射材に比

べ定常クリープ速度が小さいことから，被覆管のクリープ評価において

未照射材のクリープ式を用いて累積クリープ量を評価することは保守

的である。したがって，本評価においても，未照射材に基づく算定式を

用いることとする。 

設計評価期間 60 年について計算した初期燃料被覆管温度と累積ク

リープひずみの関係（一例）を別紙２－６図に示す。累積クリープひず

み量が評価期間中に１％を超えない燃料被覆管の初期温度は，ＰＷＲで

320℃程度となる。 

金属キャスクの設計における燃料被覆管の制限温度を考慮して，ＰＷ

Ｒ燃料被覆管の初期温度を 275℃として保守的に評価しても累積クリー

プひずみ量１％を超えることはない（添付１～添付３参照）。 

 

(2) 水素化物の再配向について 

原子炉の運転中に燃料被覆管に吸収された水素は，燃料被覆管温度が

低下して水素固溶度を超えた分はジルカロイ水素化物として析出する。

このとき，ジルカロイ水素化物は燃料被覆管に周方向応力が作用してい

ると応力に直角方向（燃料被覆管半径方向）に析出する性質がある。高

温で燃料被覆管内圧が高く周方向応力が大きい状態から温度が低下す

ると，水素化物が燃料被覆管半径方向に析出して機械的特性が低下する

ことが指摘されている。このため，貯蔵中に水素化物再配向により燃料

被覆管の機械的特性が低下しない条件で設計する。 

ＢＷＲ燃料の被覆管材料であるジルカロイ－２について水素化物再

配向の機械的特性への影響が調べられている。その結果，40GWd/t 型ジ

ルコニウムライナ無燃料，50GWd/t 型ジルコニウムライナ有燃料及び

55GWd/t 型ジルコニウムライナ有燃料を対象に，水素化物再配向の起き

ない条件及び機械的特性に影響のない条件が別紙２－1 表に示すように

まとめられている。その結果，水素化物再配向による機械的特性に影響

がない条件として，40GWd/t 型ジルコニウムライナ無燃料では周方向応

力が 70MPa 以下で 200℃以下，50GWd/t 型及び 55GWd/t 型ジルコニウムラ
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イナ有燃料では 70MPa 以下で 300℃以下と示されている。本キャスクの貯

蔵対象燃料において，新型８×８ジルコニウムライナ燃料は最高燃焼度

40GWd/t，高燃焼度８×８燃料は最高燃焼度 50GWd/t でジルコニウムライ

ナ有のため 50GWd/t 型及び 55GWd/t 型ジルコニウムライナ有燃料に，８

×８燃料，新型８×８燃料については最高燃焼度 40GWd/t でジルコニウム

ライナ無のため 40GWd/t 型ジルコニウムライナ無燃料に相当する。 

ＰＷＲ燃料の被覆管材料であるジルカロイー４についても同様に水

素化物再配向の機械的特性への影響が調べられており，48GWd/t 型燃料

及び 39GWd/t 型燃料を対象に，水素化物再配向の起きない条件及び機械

的特性に影響のない条件が別紙２－1 表に示すようにまとめられている。

その結果，水素化物再配向による機械的特性に影響がない条件として，

48GWd/t 型燃料及び 39GWd/t 燃料共に，周方向応力が 100MPa 以下で 275℃

以下と示されている。 

以上から，水素再配向による機械的特性に影響がない温度として，Ｂ

ＷＲ燃料被覆管のジルコニウムライナ有の新型８×８ジルコニウムライ

ナ燃料と高燃焼度８×８燃料については周方向応力が 70MPa 以下で 300℃

以下，ジルコニウムライナ無の８×８燃料，新型８×８燃料については周

方向応力が 70MPa 以下で保守的に 200℃以下，ＰＷＲ燃料被覆管について

は周方向応力が 100MPa 以下で 275℃以下を設定した。 

 

(3) 照射硬化の回復について 

原子炉内での照射により燃料被覆管は硬化し，強度が未照射材のもの

より高くなる。したがって，燃料被覆管の強度評価においては照射硬化

した燃料被覆管の強度を用いることができる。 

ただし，別紙２－７図及び別紙２－８図に示すように，燃料被覆管が

炉内温度より高い温度に一定時間以上保持されると，焼きなまし効果に

よって照射硬化が回復し，強度が低下する。したがって，金属キャスク

に収納する燃料被覆管温度がこのような温度範囲になる場合，燃料被覆

管の強度計算に当たっては，照射硬化の回復による燃料被覆管強度の低

下を考慮する必要がある。 
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別紙２－９図に示すようにＢＷＲ燃料被覆管については，300℃以下

では照射硬化の回復による機械特性の著しい低下はないが，強度計算にあ

たっては，降伏応力の低下を回復予測式により評価する（添付４参照）。 

一方，ＰＷＲ燃料被覆管については，305℃以下では 100 年間貯蔵して

も照射硬化の回復は生じないと報告されている（２）。また，別紙２－10 図

でも 300℃，3600 時間加熱した結果，照射硬化の回復の発生は認められ

なかったことから，ＰＷＲ燃料被覆管の強度計算にあたっては，照射硬

化の回復については考慮不要である。 

別紙２－２表に，要因別の制限温度をまとめる。 

 

3. まとめ 

以上の検討を踏まえ，次のとおり制限温度を設定した。 

・ＢＷＲ燃料被覆管（ライナ有＊１） 300℃ 

・ＢＷＲ燃料被覆管（ライナ無＊２） 200℃ 

・ＰＷＲ燃料被覆管   275℃ 

＊１：新型８×８燃料ジルコニウムライナ燃料，高燃焼度８×８燃料  

＊２：新型８×８燃料 
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【水素化物再配向】 

別紙２－１表 水素化物再配向試験のまとめ（３） 

燃料被覆管の種類 
機械特性が低下しない条件 

温度 周方向応力 

ＢＷＲ 

40GWd/t ライナ無 200℃以下 70MPa 以下 

50GWd/t ライナ有 300℃以下 70MPa 以下 

55GWd/t ライナ有 300℃以下 70MPa 以下 

ＰＷＲ 
39GWd/t 275℃以下 100MPa 以下 

48GWd/t 275℃以下 100MPa 以下 

 

 

別紙２－２表 各要因における制限温度 

要因 ＢＷＲ ＰＷＲ 

累積１％ 

クリープ 

３６０℃程度 

（例）３００℃ 

３２０℃程度 

（例）２７５℃ 

水素再配向 

による機械強度低下＊ 

制限温度   

ライナ有 ３００℃ 

ライナ無 ２００℃ 

制限温度 ２７５℃ 

 

照射硬化の回復による 

機械特性の著しい低下 
照射硬化の回復を考慮 

３００℃以下の 

範囲では考慮不要 

＊：燃料被覆管の制限温度において，ＢＷＲ燃料被覆管の周方向応力は，

制限値 70MPa 以下，ＰＷＲ燃料被覆管の周方向応力は，制限値 100MPa

以下となる（添付２参照）。 
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＜燃料被覆管制限温度の設定に用いたデータ＞ 

【累積クリープ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－1 図 クリープひずみの予測値と実測値の比較（ＢＷＲ）（４） 
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別紙２－２図 照射材と未照射材の定常クリープ速度の比較（ＢＷＲ）（４） 
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＜燃料被覆管制限温度の設定に用いたデータ＞ 

【クリープ】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

BWR 燃料評価条件 

・新型８×８ジルコニウムライナ燃料 

最大燃焼度：40GWd/t 

冷却期間 ：18 年 

評価期間 ：60 年 

温度履歴 ：次の式により貯蔵中の温度低下を考慮 

Ti＝[(Toi－Ta)×(Ts－Ta)／(To1－Ta)]＋Ta 

ここに，Ti：時刻 i における想定温度(℃) Toi：時刻 i における実際の温度(℃) 

Ta：貯蔵雰囲気温度(＝45℃)  

Ts：想定する温度低下履歴計算において与える貯蔵初期温度入力値(℃) 

To1：貯蔵初期時の実際の温度(℃) 

・高燃焼度８×８燃料 

最大燃焼度：50GWd/t 

冷却期間 ：8 年 

評価期間 ：60 年 

温度履歴 ：貯蔵中の温度低下を新型８×８ジルコニウムライナ燃料の場合と同様に考慮 

 

別紙２－３図 ＢＷＲ燃料被覆管初期温度と累積クリープひずみの関係の評価例（５） 
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別紙２－４図 クリープひずみの予測値と実測値の比較（ＰＷＲ）（１） 
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別紙２－５図 照射材と未照射材の定常クリープ速度の比較（ＰＷＲ）（１） 

 

 

 

 

 

 

PWR 燃料評価条件 

・17×17 燃料 

最大燃焼度：48GWd/t 

冷却期間 ：15 年 

評価期間 ：60 年 

温度履歴 ：貯蔵中の温度低下を新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料の場合と同様に考慮 

 

別紙２－６図 ＰＷＲ燃料被覆管初期温度と累積クリープひずみの関係の評価例（５） 
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【照射硬化の回復】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－７図 燃料被覆管の照射硬化の回復率（ＢＷＲ）（６） 

 

 

別紙２－８図 燃料被覆管の照射硬化の回復率（ＰＷＲ）（７） 
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別紙２－９図 ＢＷＲ燃料被覆管の照射硬化回復挙動（８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－10 図 ＰＷＲ燃料被覆管の照射硬化回復挙動（９） 

  

150

200

250

300

0 2000 4000 6000 8000 10000

加熱時間（ｈ）

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

さ
（
H

ｖ
）

330℃（5サイクル材）

300℃（5サイクル材）

270℃（5サイクル材）

↑未照射材硬さ：Hv １７５

200

220

240

260

280

300

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

保持時間(h)

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

さ

照射まま材
270℃

300℃
330℃(平成15年度取得データ)
360℃（平成15年度取得データ)
420℃(平成15年度取得データ) 

照射まま材（平成15年度取得データ） 
未照射材（平成15年度取得データ)

未照射材（非熱処理）

300℃

330℃

360℃

420℃



 19 

参考文献 

(1)  （独）原子力安全基盤機構，「平成 15 年度 リサイクル燃料資源貯蔵施

設 安全解析コード改良試験（燃料の長期安全性に関する試験最終成果

報告書）」，（独）原子力安全基盤機構（平成 16 年６月） 

(2)  （R.E.Einzigner R.Kohli,“Low-temperature Rupture Behavior of 

Zircaloy Clad Pressurized Water Reactor Spent Fuel Rods under Dry 

Storage Conditions”，HEDL-7400，Hanford Engineering Development 

Laboratory，(1983)  

(3)  総合資源エネルギー調査会 原子力安全･保全部会 核燃料サイクル安全

小委員会 中間貯蔵ワーキンググループ 輸送ワーキンググループ，「金

属製乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵施設における金属製乾

式キャスクとその収納物の長期健全性について」，総合資源エネルギー

調査会（平成 21 年６月 25 日） 

(4)  （財)電力中央研究所，「乾式貯蔵時の BWR 燃料被覆管許容温度の検討」

T88068，（財)電力中央研究所（平成元年５月） 

(5)  （一社）日本原子力学会，「日本原子力学会標準 使用済燃料中間貯蔵施

設用金属キャスクの安全設計及び検査基準：2010附属書 P（参考）」（AESJ-

SC-F002:2010），（一社）日本原子力学会（2010 年 7 月） 

(6)  T.Torimaru ， T.Yasuda ， M.Nakatsuka ， “Changes in mechanical 

properties of irradiated Zircaloy-2 fuel cladding due to short 

term annealing”，J. Nucl. Materials，Vol. 238，169～174（1996） 

(7)  B.A.Chin, et.al.，“Deformation and Fracture Map Methodology for 

Predicting Cladding Behavior During Dry Storage”，PNL5998.43，

Pacific Northwest Laboratory，(1986)  

(8)  （独）原子力安全基盤機構，「平成 18 年度 リサイクル燃料資源貯蔵技

術調査等（貯蔵燃料長期健全性等確証試験に関する試験最終成果報告

書）」，（独）原子力安全基盤機構（平成 19 年３月） 

(9) “平成 18 年度 リサイクル燃料資源貯蔵技術調査等（貯蔵燃料長期健全

性等確証試験に関する試験最終成果報告書）”，(独)原子力安全基盤機構

(平成 19 年 3 月)   



 20 

添付１ 

累積クリープひずみ量の評価例 

 ＢＷＲ燃料（新型８×８ジルコニウ

ムライナ燃料/高燃焼度８×８燃料
（１）） 

ＰＷＲ燃料 

(48GWd/t 型燃料（３）) 

計算条件 ・ 評価温度 320℃（２） 

・ 評価周方向応力 70MPa 

（添付２参照） 

・ 温度，応力 60 年間一定 

・ 軸方向温度分布無視 

・ 未照射材の予測式 

・ 予測式による計算結果を 1.43 倍 

・ 評価温度 275℃ 

・ 評価フープ応力 100MPa 

（添付２参照） 

・ 温度，応力 60 年間一定 

・ 軸方向温度分布無視 

・ 未照射材の予測式 

・ 予測式による計算結果を 1.28 倍 

計算条件

の妥当性 

・ 設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した

十分な余裕を有する 60 年間を通じて，温度，応力は上記の値以下に維持

されるため，評価温度，応力の設定は妥当。 

・ 貯蔵中の崩壊熱減衰に伴う温度，応力の低下を無視することは保守的な

設定。 

・ 軸方向温度分布無視は保守的な設定。 

・ 未照射材の予測式を用いることは保守的。 

計算結果 累積クリープひずみ量 0.55％ 累積クリープひずみ量 0.46％ 

(1) 新型８×８については，燃料被覆管制限温度が 200℃と低いことから，上

記対象燃料の評価に包含される。 

(2) 燃料被覆管制限温度は 300℃であるが，クリープひずみ量計算式の適用可

能温度範囲は 320℃～425℃であるため，320℃として評価した。 

(3) 39GWd/t 型燃料は，崩壊熱量が小さく温度が低いため，48GWd/t 燃料の評価

に包含される。 
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添付２ 

燃料被覆管に発生する応力評価例 

 

1. 評価方法 

燃料被覆管を円筒とみなすと，周方向応力σθは次式で表される。 

  σθ＝ t
rmＰ・

  ・・・・・・・・・・・・・・（１） 

ここで， σθ ：燃料被覆管周方向応力(MPa) 

 Ｐ ：燃料被覆管内圧(MPa) 

 ｒｍ ：燃料被覆管平均半径(mm) 

 ｔ ：燃料被覆管厚(mm)  

また，燃料被覆管平均半径ｒｍは，次式で表される。 

    ｒｍ＝ 2
tＤ＋
   ・・・・・・・・・・・（２） 

 Ｄ ：燃料被覆管内径(mm) 

（１）及び（２）式より，周方向応力σθを求める。 

 

2. 評価条件及び結果 

下表に示す通り，ＢＷＲ燃料被覆管及びＰＷＲ燃料被覆管に生じる周方向

応力は，水素化物再配向による機械強度低下を防止する基準以下である。 

 

ＢＷＲ燃料 ＰＷＲ燃料 

新型８×８ 新型８×８ 

ジルコニウムライナ 

高燃焼度 

８×８ 

17×17 燃料 

48,000MWd/t 型 

燃料被覆管内径（mm）     

燃 料 被 覆 管 厚 （ m m ）     

燃料被覆管内圧（MPa）     

評 価 温 度 （ ℃ ） 200 300 300 210 

周 方 向 応 力 （ M P a ） 60 以下 70 以下 70 以下 100 以下 

  

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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3. 評価の保守性 

(1) 燃料被覆管厚は設計厚に対し，10％の減肉を考慮して設定。なお，ＢＷ

Ｒライナ有り燃料は，保守的にライナを無視して設定。 

(2) ＢＷＲ燃料の内圧は，添付 2－1 図に示す照射済みＢＷＲ燃料要素デー

タ（PNL-4835（１））から設定。なお，米国ＰＮＬによる照射済ＢＷＲ燃料棒

の内圧を解析した条件は，燃焼度 50GWd/t であり，国内の高燃焼度８×８

燃料に相当する。ＢＷＲ燃料の高燃焼度８×８燃料の寿命末期の内圧解析

結果は約 6.5MPa（約 66kgf/cm2）である（２）。 

（独）原子力安全基盤機構の調査結果によれば，９×９燃料を除いた燃

料要素の内圧は，最大でも 2.8MPa（20℃換算）を超えないことが報告され

ている（添付２－２図参照＊）（３）。この値を 300℃に換算すると約 5.5MPa

となり，“2.評価条件及び結果”に示す燃料被覆管内圧（ MPa）は，これ

に比べても安全側に設定されている。 

＊：添付２－２図の凡例は以下のようになっており，貯蔵する燃料タイプ

を包含している。 

・実証試験燃料   ：８×８燃料 

・島根燃料     ：８×８燃料 

・高性能燃料     ：新型８×８燃料（ジルコニウムライナ管を含む） 

・高燃焼度確証用燃料：高燃焼度８×８燃料 

(3) 発電所の設置変更許可申請書によれば，ＰＷＲ燃料の内圧は，寿命末期

の評価では 146kg/cm2G（＝14.4MPa，被覆管表面最高温度 349℃）であるこ

とが確認されている。（添付２－３図参照）（４）この値を，除熱解析の評価

結果（MSF-21P 型の型式証明申請書（５）添付書類一，第 1－6 表の燃料被覆

管の最高温度 205℃）に余裕を考慮した評価温度（210℃）に換算すると約

11MPa となり，燃料被覆管の最高温度 205℃のＰＷＲ燃料の内圧に比べて

も安全側に設定されている。 

(4) ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料の評価温度については，除熱解析モデルで評

価した貯蔵中の燃料被覆管温度を包含した温度として設定しており保守

的である。  

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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＜参考＞照射済みＢＷＲ燃料要素データ（PNL-4835（１）） 

（米国 PNL が照射後試験によって得られた照射燃料棒の空隙体積測定結果から，

燃焼度と FP ガス放出率をパラメータとして燃料棒内圧を解析した結果） 

添付２－１図 照射済みＢＷＲ燃料要素のプレナムガス圧力 
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添付２－２図① ＵＯ２燃料要素内圧の燃焼度変化（20℃換算） 

 

添付２－２図② Gd２O３入り UO２燃料要素内圧の燃焼度変化（20℃換算） 

  

 ９×９Ａ型燃

料を除いた最

大から 2.8MPa

と読み取り 
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添付２－３図 燃料棒内圧の燃焼度変化 

敦賀発電所 2 号機原子炉設置変更許可申請書 

添付書類八（６）第 3.2.5(1)図に一部加筆 
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（２）東京電力株式会社，「福島第一原子力発電所 原子炉設置変更許可申請

書」，東京電力株式会社（平成３年５月） 

（３）（独）原子力安全基盤機構，「平成 18 年度 高燃焼度９×９型燃料信頼

性実証成果報告書 付録１（９×９Ａ型燃料照射後試験結果）」，（独）原

子力安全基盤機構（平成 19 年 12 月） 

（４）敦賀発電所発電用原子炉設置許可申請書（2 号発電用原子炉施設の変更）

添付書類八，日本原子力発電株式会社 

（５）特定容器等の設計の型式証明申請書（L5-95HN100 R1），三菱重工業株式

会社，平成 28 年 4 月 27 日 

  

146kg/cm2G 
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添付３ 

累積クリープひずみ量の根拠について 

 

燃料被覆管のクリープ破損は，材料の降伏応力以下でも高温では徐々に塑性

変形（クリープ）が生じ，この変形量（累積クリープひずみ）が限界を超える

と燃料被覆管が破断する現象である。（添付３－１図） 

国内の軽水炉で照射されたＢＷＲ50GWd/t のジルカロイ－２燃料被覆管，Ｐ

ＷＲ48GWd/t のジルカロイ－４燃料被覆管を用いたクリープ試験の結果，燃料

被覆管は１％以上のクリープ変形能力を有する(累積クリープひずみが１％を

超えると燃料被覆管が破損することを意味するものではない)ことが確認され

ている。（添付３－２図，添付３－３図） 

本結果を基に，累積クリープ量が設計評価期間中に１％を超えないことを制

限としている。 

貯蔵中の地震や通常輸送中の振動･衝撃によって燃料被覆管には主に軸方向

の圧縮応力や曲げ応力(～10MPa 程度)が付加されるが，軸方向の応力は燃料棒

内圧により定常的に生じている応力（周方向には～70MPa 程度（ＢＷＲ燃料の

場合），～100MPa 程度（ＰＷＲ燃料の場合））に比べて小さく，作用する時間も

短時間であることから，これら事象による影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付３－１図 クリープ曲線の概略（１） 
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添付３－２図 BWR 燃料被覆管のクリープ曲線(390℃)（１） 

 

 

添付３－３図 PWR 燃料被覆管の 3 次クリープ移行ひずみ（１） 
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添付４ 

照射硬化回復の予測評価例 

 

1. 評価式 

５サイクル照射された燃料被覆管の照射硬化回復試験結果より，照射硬化

の回復挙動は，以下のとおり定式化（１）されている。 

 

照射硬化残存率  ： F ＝ exp（－(K・ｔ) ｎr） 

K ＝ Aｒ・exp （－Qr/（RT）） 

定数ｎr   ： 2.08×10-１ 

定数 Aｒ   ： 1.17×1019（1/h） 

活性化エネルギ Qr ： 2.86×10５（J/mol） 

ｔ：時間（h），R:気体定数（J/mol/K），T：温度（K） 

 

（１）「平成 15 年度 リサイクル燃料資源貯蔵施設安全解析コード改良試

験（燃料の長期安全性に関する試験最終成果報告書）」式（4.1.4） 

 

2. 照射硬化回復考慮評価例 

評価条件 

ＢＷＲ燃料被覆管：ジルカロイ－２ 

貯蔵時温度  ：300℃一定 

評価期間  ：60 年間 

照射硬化残存率 F ：約 0.6 

回復率（１－F） ：約 0.4（40％回復） 


